
改正意匠法(令和元年５月１７日 法律第３号)および令和２年改訂意匠審査基準案の要点 

令和２年３月２５日 櫻木国際特許事務所 

 

１．意匠法の保護対象を拡充した（第２条１項）。 

 （１）「建築物の形状等」を追加した。 

  【建築物の意匠に該当する要件】 

   １．土地の定着物であること。（庭園灯、船舶、キャンピングカー等は対象

外） 

   ２．人工構造物であること。土木構造物を含む。（スキーゲレンデ、ゴルフ

コース、ダム、トンネル、橋梁、煙突、ガスタンク等） 

 

   注）１．「建築物」の外側だけでなく、内側（例えば１階部分だけ）の意匠

も認められる。 

     ２．「建築物の内部」の意匠と「内装」の意匠が重なり合う場合には、

「内装の意匠」を「建築物の部分意匠」に補正することも可能にな

る。 

     ３．現行法による「組み立て家屋」の登録意匠を本意匠として、改正

法の施行後に「建築物」を関連意匠として出願することも可能であ

る。 

４．建築物の用途や画像の用途も【意匠に係る物品】の欄に記載する。 

       例：【意匠に係る物品】工場 

５．建築物の意匠の場合の用途及び機能の類否判断 

       まず、両建築物の用途を認定した上で、両意匠の使用の目的、使

用の状態等に基づく用途及び機能に共通性があるか否かを検討す

る。これに共通性があれば、両意匠の用途及び機能が類似すると判

断する。 

       例えば、「住宅」「病院」「レストラン」「オフィス」は、いずれも

人がその内部に入り、一定時間を過ごすという点で用途及び機能に

共通性があることから、それらの意匠の用途及び機能は類似すると

判断する。 

 

    【建築物の意匠の例】 

 

 

 

 

 

 

 



 

 （２）「壁面や路面、クラウド上に表示される画像」が保護の対象となった。 

 

 

 

 

 

 

 

    規定上は、旧第２条２項中の「物品の操作画像であって、当該物品又は

これと一体として用いられる物品に表示されるもの」が削除され、旧第２

条１項と２項に規定されていた「画像」が、「操作画像」と「機器がその機

能を発揮した結果として表示される画像」として第１項にまとめて規定さ

れた。 

 

 （３）この結果、「意匠」は次の３類型となった。 

①物品の形状等 

②建築物の形状等 

③画像 

 

   注１．「画像」には、物品性を有しない「画像そのもの」が含まれること

になり、画像として保護を受ける方法として、次の二通りの方法が

可能になった。 

① 物品から離れた「画像自体」（以下「画像意匠」という。）として

保護を受ける方法。 

この場合、「機器の操作の用に供されるもの」又は「機器がその

機能発揮した結果として表示されるもの」であること、の要件を

満たす必要がある。改正意匠法第６条には、画像意匠の場合は願

書に「画像の用途を記載すること」と指定している。そこで、願

書の「意匠に係る物品」の欄には「○○用画像」例えば「銀行取

引用画像」、「医療用測定結果表示用画像」と記載する。 

②  従来と同様に、物品の表示部に表示された、「物品の部分に画像

を含む意匠（以下「物品等の部分に画像を含む意匠」という。）」

として保護を受ける方法。 

        この場合は、「物品としての機能を発揮するための操作の用に供

される画像」又は「物品等の機能を果たすために必要な表示を行

う画像」であること、の要件を満たす必要がある。願書の「意匠

に係る物品」の欄には、現行法と同様に「画像の表示された物品

名」例えば「現金自動預払機」とする。 



    注２．「画像意匠」と「物品等の部分に画像を含む意匠」との類否判断に

おける「用途と機能」の類似性 

       意匠全体の意匠に係る物品等の用途及び機能を対比して、用途及

び機能の共通性が大きいときには「類似」と判断し、その共通点よ

りも相違点が大きいときには「非類似」と判断する。 

注３．「画像意匠」同士の用途及び機能の類否判断については、それらが

表示される物品等の用途及び機能を考慮する必要はない。 

注４．画像意匠の種類 

（１）操作画像（機器の操作の用に供される意匠） 

 

 

 

 

 

 

 

 

     （２）表示画像（機器がその機能を発揮した結果として表示される画

像） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     注５．画像を含む意匠の類否判断手法 

       （１）両意匠の意匠全体の用途及び機能が同一又は類似であること。 

      （２）両意匠の画像の用途及び機能が同一又は類似であること。 

      （３）両意匠の形状等が同一又は類似であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 （４）建築物の内装デザインが保護対象に加わった。 

    第８条の２： 

     店舗、事務所その他の施設の内部の設備及び装飾（以下「内装」という。）

を構成する物品、建築物又は画像に係る意匠は、内装全体として統一的な

美感を起こさせるときは、一意匠として出願をし、意匠登録を受けること

ができる。 

 

    【内装の意匠に該当するための要件】 

１．店舗、事務所、その他の施設の内部であること。 

２．複数の意匠法上の物品、建築物又は画像により構成されるものであ

ること。 

３．内装全体として統一的な美感を起こさせるものであること。 

 

    注）１．「その他の施設」には、宿泊施設や医療施設などあらゆる施設が含

まれる。 

２．「施設」には、動産も含まれる。 

したがって、キャンピングカーや乗用自動車の内装等も含まれ得

る。この場合、「内装」には「二以上の物品等により構成されるこ

と」という要件が加わるから、乗用自動車の内装の場合、その中

に固着され移動できない物品等が含まれていることが必要にな

る。 

３．「内装の意匠」を構成するとして適切なものの例 

  椅子、机、ベッド、衝立、陳列棚、照明器具、内装の意匠を構成

する建築物に備え付けられたモニターに表示される画像や、同様

に備え付けられたプロジェクターから当該建築物の壁面に投影

される画像など。 

    【内装の例１】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



    【内装の例２】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．保護対象の拡充に伴う改正 

 （１）「意匠の実施」の定義を拡充 

① 意匠に係る建築物の建築、使用、譲渡若しくは貸渡し又は譲渡若しく

は貸渡しの申し出をする行為 

② 意匠に係る画像（その画像を表示する機能を有するプログラム等）に

ついて行う次のいずれかに該当する行為 

イ 意匠に係る画像の作成、使用又は電気通信回路を通じた提供若しくは

その申し出（提供のための展示を含む。以下同じ。）をする行為 

ロ 意匠に係る画像を記録した記録媒体又は内蔵する機器（以下「画像記

録媒体等」という。）の譲渡、貸渡し、輸出若しくは輸入又は譲渡若し

くは貸渡しの申し出をする行為 

 

注）建築物の「建築」には、「発注―設計―施工」の段階のうち「施工」

より前の段階は含まれない。 

 

（２）創作非容易性要件に「①刊行物記載又は②ウェブサイトにより公開され

た形状等又は画像」を追加 

第３条第２項： 

      ～公然知られ、頒布された刊行物に記載され、又は電気通信回線を通

じて公衆に利用可能となった形状等又は画像に基づいて容易に意匠の傷

作をすることができたときは、その意匠（前項各号に掲げるものを除く。）

については、同項の規定にかかわらず、意匠登録を受けることができな

い。 

 



（３）意匠の不登録要件の拡大 

第５条： 

  二 意匠に係る物品、建築物又は画像と混同を生ずるおそれがある意匠 

三 物品の機能を確保するために不可欠な形状若しくは建築物の用途に

とって不可欠な形状のみからなる意匠又は画像の用途にとって不可

欠な表示のみからなる意匠 

 

（４）願書の記載要件の変更 

第６条第１項： 

   三 意匠に係る物品又は意匠に係る建築物若しくは画像の用途 

第６条第３項： 

      第１項３号の意匠に係る物品又は意匠に係る建築物若しくは画像の

用途の記載、物品又は建築物の材質又は願書に添付した～ 

    第６条第４項： 

      意匠に係る物品の形状、模様若しくは色彩、建築物の形状、模様若

しくは色彩又は画像がその物品、建築物又は画像の有する機能に基づ

いて変化する場合において、～ 

 

 （５）「意匠」の定義の変更 

第２条第１項： 

  「意匠とは、物品（部分を含む。第８条を除き、以下同じ。）の形状、

模様～」のように、第８条除外が削除されたので、組物にも部分意匠

の登録が可能になる。 

 

３．物品の区分の廃止（多意匠一出願の許容） 

第７条（一意匠一出願）： 

意匠登録出願は、経済産業省令の定めるところにより、意匠ごとにしな

ければならない。 

 

この規定の施行は公布の日から２年以内とされており、「物品区分表」が

廃止され、省令で「一意匠」の対象となる基準が定められ、複数意匠を意

匠ごとに束ねて一括して出願することを可能にする手続きが規定される見

込みである。 

 

令和２年改訂意匠審査基準案には、「複数の構成が表されているが、社会

通念上一体的に流通がなされるものであり、かつ、全ての構成物が形状等

の密接な関連性をもって一体的に創作がなされていることから、審査官は

一の物品として取扱う。」として、次の事例が掲載されている。 

 



【物品の名称】歯磨き粉、包装容器付き歯ブラシ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．関連意匠制度の見直し 

（１）関連意匠の出願可能期間を「本意匠の出願日から１０年以内まで」に延長 

第１０条第１項：先後願関係の例外期間 

    本意匠に類似する意匠（関連意匠）については、当該関連意匠の意匠登

録出願の日がその本意匠の意匠登録出願の日以後であって、当該本意匠の

意匠登録出願の日から十年を経過する日前である場合に限り、第９条１項

又は第２項の規定にかかわらず、意匠登録を受けることができる。 

 

    ただし、当該関連意匠の意匠権の設定の登録の際に、その本意匠の意匠

権が第４４条第４項の規定（年金の不納）により消滅しているとき、無効

にすべき旨の審決が確定しているとき、又は放棄されているときは、この

限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで、基礎意匠とは、関連意匠に係る最初に選択した一の意匠（最初の本

意匠）をいう（第１０条第７項）。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）第２項（新設）：新規性喪失の例外 

３条 1 項 1 号又は２号に該当するに至った自己の意匠のうち前項の規定

により意匠登録を受けようとする意匠の本意匠と同一又は類似のものは、

当該意匠登録を受けようとする意匠についての同条第１項及び第２項の規

定の適用については、同条第１項第１号又は第２号に該当するに至らなか

ったものとみなす。 

 

すなわち、関連意匠登録を受けようとする自己の意匠（後出し関連意匠

出願）が、本意匠と同一又は類似ではあるが、公知（１号該当）又は刊行

物記載（２号該当）となったものである場合は、新規性喪失の例外扱いと

する。 

 

【第１０条２項】本意匠の公知化意匠への新規性喪失例外適用 

 

甲が A 意匠を公知化（１号）／刊行物記載（２号） 

 

１号２号非該当擬制（公知例扱いしない） 

甲の本意匠 A 

                同一／類似 

  基礎意匠出願日から１０年 

 

甲が関連意匠 A’を出願（当然に１号２号に該当しない） 

 

 



注１）「３条 1 項 1 号又は２号に該当するに至った自己の意匠」から、

「公報掲載により公知となったもの」が除かれていない（現行４

条２項のカッコ書き参照）から、公報掲載により公知となったも

のも新規性喪失の例外扱いになる。 

 

注２）自己の意匠がそのまま他人により公知化された場合の取り扱い 

Ａ 他人により公知化された意匠は、自己が意匠登録を受ける権利を

有している意匠であるから、例外扱いの対象となる。 

Ｂ 他人により公知化された意匠が、他人の創作に係るものである場

合は、例外扱いにはならない。 

 

注３）例外扱いは、１、２号該当に限られているから、３号該当となっ

たもの（１、２号該当意匠に類似する意匠）については、例外扱

いとはならないので要注意。 

 

（３）第３項（新設）：拡大先願 

 第 1項の規定により意匠登録（関連意匠）を受けようとする意匠につ

いての第３条の２ただし書中「同条第４項の規定により同条第３項第４

号に掲げる事項が掲載されたもの（秘密公報）を除く。）」とあるのは、

「当該先の意匠登録出願について第１４条第１項の規定により秘密に

することを請求したときは、第２４条第４項の規定により同条第３項第

４号に掲げる事項が掲載されたもの（秘密解除公報）に限る。）」とする。 

 

上記読み替え後の３条の２但し書き 

 ただし、当該意匠登録出願の出願人と先の意匠登録出願の出願人とが

同一の者であって、第２０条３項（意匠公報掲載事項）の規定により先

の意匠登録出願が掲載された意匠公報（秘密解除公報に限る。）の発行の

日前に当該意匠登録出願があったときは、この限りでない。 

 

すなわち、後出し関連意匠出願（ａ）が、同一人による先の秘密意匠

出願に記載された意匠（Ａ）の一部と同一又は類似する場合であって、

先の意匠出願（秘密）Ａの秘密解除公報発行日前に出願されたものであ

る場合は、関連意匠登録を受けることができる。 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （４）第４項（新設）：関連意匠にのみ類似する関連意匠 

     第１項の規定により意匠登録を受ける関連意匠にのみ類似する意匠に

ついては、当該関連意匠を本意匠とみなして、同項の規定により意匠登

録を受けることができるものとする。当該意匠登録を受けることができ

るものとされた関連意匠にのみ類似する意匠及び当該関連意匠に連鎖す

る段階的な関連意匠にのみ類似する意匠についても、同様とする。 

 

本意匠 ― 関連意匠 －  関連意匠 －  関連意匠 

          （本意匠） － （連鎖する段階的関連意匠）  

                   （本意匠） － （連鎖する段階的関連意匠） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   注：関連意匠Ａは、関連意匠Ｂの本意匠になる。右の図では、関連意匠Ｂの本意匠になるべき関連意

匠Ａが消滅しているので、登録を受けることはできない。 

 

 （５）第５項（新設）：連鎖する段階的関連意匠の出願期限 

     前項の場合における第１項の規定の適用については、同項中「当該本

意匠」とあるのは、「当該関連意匠に係る最初に選択した一の意匠」とす

る。 



連鎖する段階的関連意匠の出願期限・・・最初の本意匠（基礎意匠）出

願の日から１０年を経過する日前（応当日前日まで） 

 

（６）第６項（新設）：本意匠の専用実施権（旧第２項対応） 

    本意匠の意匠権について専用実施権が設定されているときは、その本

意匠に係る関連意匠については、第１項及び第４項の規定にかかわらず、

意匠登録を受けることができない。 

・・・専用実施権付き本意匠には関連意匠は付けられない。 

 

（７）第７項（新設）：本意匠に対する２以上の関連意匠出願（旧４項対応） 

    関連意匠の意匠登録出願があった場合において、当該意匠登録出願が

基礎意匠（当該関連意匠に係る最初に選択した一の意匠をいう。以下同

じ。）に係る関連意匠（当該基礎意匠の関連意匠及び当該関連意匠に連鎖

する段階的な関連意匠をいう。以下同じ。）にそれぞれ該当する二以上の

意匠の意匠登録出願であったときは、これらの意匠については、第９条

第１項又は第２項は、適用しない。 

 

 

               関連意匠 

基礎意匠                  先後願関係不適用 

               関連意匠 

 

              （基礎意匠に係る関連意匠） 

 

 

（８）第８項（新設）：新規性喪失の例外 

    前項に規定する場合において、第３条第１項第１号又は第２号に該当

するに至った自己の意匠のうち当該基礎意匠に係る関連意匠（当該関連

意匠の意匠登録出願が放棄され、取り下げられ、若しくは却下されたと

き、若しくは、当該関連意匠の意匠登録出願について拒絶をすべき旨の

査定若しくは審決が確定したとき、又は当該関連意匠の意匠権が第４４

条第４項の規定（年金不納）により消滅したとき、無効にすべき旨の審

決が確定したとき、若しくは放棄されたときを除く。）と同一又は類似の

ものは、第１項の規定により意匠登録を受けようとする意匠についての

第３条第１項及び第２項の規定の適用については、同条第１項第１号又

は第２号に該当するに至らなかったものとみなす。 

 

 

 



【１０条８項】基礎意匠の公知化意匠／関連意匠の公知化意匠への新規性喪失例外適用 

 

甲が A 意匠を公知化      １号２号非該当擬制（公知例扱いしない） 

 

                      甲が A１意匠を公知化 

            同一／類似 

 

            甲の関連意匠 A１    同一類似   

 甲の基礎意匠 A                       

                      甲の関連意匠 A３ 

           甲の関連意匠 A２ 

 

                      甲の関連意匠 A４  

（基礎意匠に係る関連意匠） 

（第一世代関連意匠） （基礎意匠に係る関連意匠） 

         （第二世代関連意匠） 

 

５．存続期間の延長（旧２１条対応） 

   第２１条１項： 

意匠権（関連意匠の意匠権を除く。）の存続期間は、意匠登録出願の日

から２５年をもって終了する。 

   同第２項： 

     関連意匠の意匠権の存続期間は、その基礎意匠の意匠登録出願の日か

ら２５年をもって終了する。 

 

注１）従来は「設定の登録の日」から２０年だったものが、「意匠登録出願の

日」から２５年に改正された。従来、出願から設定登録までに概ね１

年弱を要していたので、実質４年程度の延長となる。 

注２）旧法出願に基づく意匠を基礎意匠として、新法施行後に出願した関連

意匠の意匠権の存続期間は基礎意匠の出願日から２５年となる。 

この場合、基礎意匠の意匠権の存続期間は登録日から２０年である。 

 

６．関連意匠の意匠権の移転(旧２２条対応) 

   第２２条１項： 

     基礎意匠の意匠権及びその関連意匠の意匠権は、分離して移転するこ

とができない。 

   同第２項： 

     基礎意匠の意匠権が第４４条第４項の規定（年金の不納）により消滅

したとき、無効にすべき旨の審決が確定したとき、又は放棄されたとき

（当然に A１～A４全て１号

２号に該当しない） 

ただし、基礎意匠が年金

不納・無効・放棄により消

滅したときは例外適用無し 



は、当該基礎意匠に係る関連意匠の意匠権は、分離して移転することが

できない。 

 

７．間接侵害規定の充実（第３８条） 

   第 1項２号： 

登録意匠の製造に用いる物品であって、当該登録意匠の美感創出に不可

欠なものについて、その意匠が登録意匠に類似するものであること及びそ

の物品・プログラム等の意匠の実施に用いられることを知りながら、当該

製造に用いられる物品等の製造・譲渡他の行為（侵害品を構成部品に分割

して製造等する行為） 

   第１項５号： 

建築物、画像についても上記に相応する行為 

    

  注）侵害を誘発する蓋然性が極めて高い予備的・幇助的行為を侵害擬制した。 

   「その物品等がその意匠の実施に用いられることを知っていること」等の

主観的要素を規定することによって、取り締まりを回避する目的で侵害品

を構成部品に分割して製造・輸入等する行為を取り締まれるようにした。 

 

８．損害額の推定等の強化（第３９条 1項及び４項） 

 ① 侵害者が販売した数量のうち、意匠権者の生産能力等を超えるとして賠

償が否定されていた部分について、侵害者にライセンスしたとみなして、損

害賠償を請求できることとなった（第３９条１項２号）。 

 

  ② 実施料相当額による損害賠償額の算定に当たり、意匠権侵害があったこと

を前提として交渉した場合に決まるであろう額を考慮できる旨が明確にさ

れた（第３９条４項）。 

 

９．救済規定（第１５条―準特４３条～４３条の３、第６８条―準特４～５条） 

 （１）優先権証明書の注意喚起通知受領後の提出 

 （２）優先権主張期間徒過後の主張 

 （３）指定期間徒過後の延長請求 

 

10．改正意匠法の施行日 

 （１）物品区分表の廃止、複数意匠一括出願の導入、救済規定の整備の条文に

ついては、公布の日（令和元年５月１７日）から２年以内 

 （２）その他の条文については、令和２年４月１日から施行 

 

11．平成３１年４月改定の意匠審査基準（２０１９年５月１日以降の出願に適用） 

 （１）全体意匠と部分意匠は、両者の類否が審査されることになった（基準



71.9.2）。 

 （２）部分意匠について、願書において【部分意匠】の記載が不要となった（旧

基準 71.2.1の削除）。 

 （３）図面に開示されていない部分のある意匠は、部分意匠として扱われる。 

「意匠図面において、開示されていない部位があっても、開示された範囲

を部分意匠と捉えることで、一の創作の内容が特定できる場合は、意匠が具

体的なものであると判断する（基準 122.1かっこ３のなお書き）。」 

「意匠に係る物品全体の形態の開示がなされていない場合に開示された

範囲について意匠登録を受けようとする部分意匠と捉えることで、一の創

作の内容が特定できる場合等、拒絶理由に該当しない場合は、開示されてい

ない部分等についての出願人の意図を確認したり、補正を促したりするた

めの対応は行わない（基準 122.4.2（１）のなお書き）。」 

 

12．令和２年改訂の意匠審査基準案（２０２０年４月１日以降の出願に適用予定） 

ここでは、従来の「部分意匠」という用語は「物品等の部分について意匠登

録を受けようとする意匠」という用語に変更されている。 

以上 


